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首都圏の緊急輸送ルートを補完するため、先進的に策定 した荒川に続いて河川
敷道路、船着場、立体交差橋梁との接続道路等を活用する計画を、 多摩川におい
て重点的に推進し、順次、江戸川、鶴見川において計画を策定。

船着場河川敷道路多摩川
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啓開ルートを結び多重化

(H28.3.29 中央防災会議幹事会公表)

第２章緊急輸送ルート計画 ２.(５)河川等の活用
①（中略）地震被害により道路が寸断されるなど、陸路による移
動や輸送が困難な場合、海上輸送拠点に指定された港湾や緊急
用河川敷道路、緊急用船着場など河川の活用を検討する。

首都直下地震における具体的な応急対策活動に関する計画

H28年度
重点対策緊急用河川敷道路等の活用により、救助・緊急ルートを多重化

多摩川において河川活用計画を重点的に推進

多摩川
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○南海トラフ巨大地震や首都直下地震により、羽田及び成田空港が同時閉鎖又は同時
被災した場合、最もピークの時間では100機以上の航空機をダイバートさせる必要。
○多数の航空機毎に残燃料等を考慮した最適な代替着陸空港を即時選定する「緊急ダ
イバート運航総合支援システム」を平成28年6月22日より本格運用開始。

緊急ダイバートへの支援強化により、更に迅速で安全な着陸を実現
H28年度
重点対策

【システム導入前】
・各空港の被害状況や飛行中の多数の航空機の残燃料等を
電話等で把握
・これらをもとに１機毎の最適な代替着陸空港を人が選定

【システム導入後】
・空港の被害状況等をシステムを利用して迅速に把握
・航空機の残燃料等を考慮した最適な代替着陸空港を
システムが計算し、即時選定

成田空港
閉 鎖

羽田空港
閉 鎖

代替着陸空港

【東日本大震災発生時】
86機の航空機のダイバートを実施

航空機

空 港

※電話連絡や無線交信での
情報収集に多くの人員と
時間を要する。

※多くの作業をシステム化
することで、迅速に代替
着陸空港を選定できる

ダイバート実施

航 空 会 社

残燃料等を無線で確認

被害状況等を
電話で確認

残燃料等を自動的に計算

航空機

空 港

被害状況等を入力

緊急ダイバート
運航総合支援
システム

迅速なダイバート指示

管 制 機 関
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「即応型物資輸送計画」により、災害支援物資を確実・迅速に輸送

大規模災害発生時に、陸海空の輸送手段を最大限に活用できるよう、H28年度まで

に、物流事業者等と共に、輸送モード間の調整方法や手順、協力体制等を明確化
した 「即応型 物資輸送計画」を策定し、輸送訓練により実効性を確認。

H28年度
重点対策

○物流事業者等と共に、輸送の調整手順、協力体制等を明確化した 「即応型災害支援物資輸送の実施方策（案）」
を作成 （H28年3月）。H28年度は輸送訓練を実施し、改善点を確認し輸送実施方策の実効性の向上を図る。

○大量の災害支援物資輸送を見据え、海上輸送ルートの確保に向けて、海上輸送演習を実施した （H28年2月） 。

実施状況

※被災地の要請を待たずに国が災害支援物資を送り込む方式の輸送（プッシュ型支援）
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首都直下地震を想定し、関西地域から被災地となる
首都地域へ、食料等の輸送演習を実施

演習の様子：川崎港に着岸した貨物船より災害支援物資
を積載したコンテナトレーラが下船

平成28年熊本地震では、政府の非常災害対策
本部からの輸送要請により、全日本トラック協会
等と調整し、食料、水、毛布等の災害支援物資
の輸送を実施

災害支援物資の海上輸送演習 （H28年2月）

熊本地震への対応
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発災直後からルートの状況を考慮し最適な輸送手段を選択

災害支援物資の集積拠点（工場や倉庫等）

被災地の災害支援物資の集積拠点

大規模災害時の災害支援物資輸送（イメージ）

首都直下地震を想定し、関西地域から被災地となる
首都地域へ、食料等の輸送演習を実施

熊本地震への対応

災害支援物資の海上輸送演習
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